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令和５年度最低賃金額 全国平均で

初の 1,000 円超え 

 

◆目安はＡランク 41 円、Ｂランク 40

円、Ｃランク 39 円 

 ７月 28 日、中央最低賃金審議会で令

和５年度の地域別最低賃金額改定の目安

の答申が取りまとめられ、Ａランク 41

円、Ｂランク 40 円、Ｃランク 39 円に

決定しました。引上げ額はこれまでで最

も大きく、全国平均で時給 1,002 円と、

初めて 1,000 円を超えました。 

これを受けて全国の地方最低賃金審議

会で議論が始まり、８月７日には東京都

では 41 円引き上げて 1,113 円、また

秋田県では過去最高の上げ幅となる 44

円引き上げて 897 円とするよう答申し

た、と報じられています。 

【厚生労働省「令和５年度地域別最低賃

金額改定の目安について」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpa

ge_34458.html 

 

令和４年度労基署の監督指導結果＆

指導事例 

 

厚生労働省より、令和４年度に長時間

労働が疑われる事業場に対して労基署が

実施した監督指導の結果が公表されまし

た。この監督指導は、各種情報から時間

外・休日労働時間数が１か月当たり 80

時間を超えていると考えられる事業場や、

長時間にわたる過重な労働による過労死

等に係る労災請求が行われた事業場を対

象に行われたものです。指導事例等も公

表されているので、概要を紹介します。 

◆監督指導結果のポイント 

(1) 対象期間：令和４年４月～令和５年

３月 

(2) 対象事業場：33,218 件 

(3) 主な違反内容（(2)のうち、法令違反

があり是正勧告書が出された事例）: 

１ 違法な時間外労働があった：

14,147 事業場（42.6％） 

２ 賃金不払残業があった：3,006 事

業場（9.0％） 

３ 過重労働による健康障害防止措置

が未実施：8,852 事業場（26.6％） 

◆指導事例のポイント 

違反内容で４割超を占め、違法な時間

外労働が行われていたとして、労基署が

行った主な指導事例を紹介します。 

◇長時間にわたる違法な時間外・休日労

働を行わせたこと 

・36 協定で定めた上限時間を超えて

時間外労働を行わせたことについ

て是正勧告 

・労基法に定められた上限時間を超え

て時間外・休日労働を行わせたこと

について是正勧告 

・時間外・休日労働時間を１か月当た

り 80 時間以内とするための具体的

方策を検討・実施するよう指導 

◇時間外・休日労働時間が 1 か月当たり

80 時間を超えた労働者に対し、時間

外・休日労働の情報を提供しなかった
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こと 

・時間外・休日労働時間が 1 か月当た

り 80 時間を超 えた労 働者に対 し、

かかる時間外・休日労働時間に関す

る情報を通知していなかったこと

について是正勧告 

◇休日労働に対する割増賃金を支払って

いないこと 

・休日労働について３割５分以上の割

増賃金を支払っていないことにつ

いて是正勧告 

◇衛生委員会における調査審議等がされ

ていなかったこと 

・衛生委員会において、長時間労働に

よる労働者の健康障害防止を図る

ための対策の樹立に関することに

ついて調査審議されていなかった

ことについて是正勧告 

・1 か月当たり 80 時間を超えて時間

外・休日労働を行わせた労働者に対

する医師による面接指導の制度を

導入していなかったことについて

指導 

◇深夜業に従事する労働者に対する健康

診断を実施していなかったこと 

・深夜業に従事する労働者に対し６か

月以内ごとに１回、健康診断を実施

するよう是正勧告 

【厚生労働省「長時間労働が疑われる事

業場に対する令和４年度の監督指導結果

を公表します」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/1

1202000/000969975.pdf 

 

自然災害に備えましょう 

 

◆頻発する豪雨等の自然災害 

 近年、集中豪雨が各地で発生していま

す。最近では秋田県で記録的な大雨とな

り、広い範囲で被害が出ました。被害に

遭ってから対応するのでは、事業継続の

難易度は格段に上がります。自然災害に

対し、様々な観点から備えておくことが

必要です。 

企業防災を考えるときに参考となるの

が、内閣府が公表している「事業継続ガ

イドライン－あらゆる危機的事象を乗り

越えるための戦略と対応－（令和５年３

月）」です。まずは、これに沿って自社

の方針を検討していくとよいでしょう。 

◆労働基準法や労働契約法の取扱い 

被災時に休業する場合など、法的な取

扱いはどうなるのでしょうか。これにつ

いては、「自然災害時の事業運営におけ

る労働基準法や労働契約法の取扱いなど

に関するＱ＆Ａ」が参考になります。災

害を理由に休業するとき、従業員が被災

し出勤できないときなど、気になる事項

への回答が示されています。例えば、勤

め先は営業しているものの、従業員が避

難所にいて通勤できない場合、出勤でき

ないことのみを理由に解雇するのは、「一

般的には相当でない」と考えられるとし

ています（ただし、最終的には個別の事

情を総合的に勘案して判断される）。 

 経営においては、混乱の中で迅速な判

断を求められることがあります。会社と

従業員を守るためにも、いざというとき

に適切な判断ができるよう備えておきま

しょう。 

【内閣府「事業継続ガイドライン—あら

ゆる危機的事象を乗り越えるための戦略

と対応—（令和５年３月）」】 

https://www.bousai.go.jp/kyoiku/ki

gyou/pdf/guideline202303.pdf 

【厚生労働省「自然災害時の事業運営に

おける労働基準法や労働契約法の取扱い

などに関するＱ＆Ａ」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/0

00806952.pdf 


